




















































































































































































































































































































































(8) 1:1二l 市Ijî~t ， 1司J二書， 6真。
(9) il-l本啓「ローカノレ・ガパメントと公民パートナーシップJ[_LJ本時編『ローカル・
ガパメントとローカル・ガパナンス』法政大学出版局， 2008年， 3頁。
(10) 木暮健太郎「第 2i立代のガパナンス論と民主主義J岩崎正洋編著，前掲注(2)，167 
頁。








出) 例えば，小松茂久 r~教育ガパナンスJ と地方教育行政システムの再編J ~教育行
財政研究』第31号， 1羽田教育行政学会， 2004年 3月， 63-66真，宮IJ要英一「教育委員
会制度の変革としてのガパナンス構築j日本教育行政学会研究推進委員会編『学校
と大学のガパナンス改革』教育I~自発研究所， 2009年， 40-53頁など。
(16) 例えば，期Jj翠良IY3 r学校経営における参加とガパナンス j 小島弘道編著 ~IJ寺代の
転換と学校経営改革』学文社， 2007年， 199-208頁。
07) 例えば，佐藤博志「コミュニティ・スクールの現在と未来JW学校経営研究』第35




究会， 2001年4月， 1 -15頁)。
ω) 岩永定[分権改革 iマにおけるコミュニティ・スクールの特徴の変容J~日本教育行
政学会年報』第37号，教育Ij再発研究所， 2011年10月， 38-54頁。
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側 仲間康一「学校運営協議会における W1!!~言委員』の所在 J W日本教育経営学会紀












m 松下 ~I~一，向上書， 56I~L 
防) 小松茂久「教青ネットワーク支援のための教育行政システムの構築Jr日本教育行
il文学会年報』第30号，教育MJ発研究所， 2004:(手10月， 2 -16]言。
倒 「者1)市型社会jの条件をもたない多くの地域では住民・保護者にそれを期待するこ
とは困難である。人的・物的資源の制約が著しい「地方部Jにおける学校ガパナン
スを対象とする興味深い論考に， LJ下晃一「地域コミュニティ再生と学校ガパナン
ス改革」臼本教育行政学会研究推進委員会編『学校と大学のガパナンス改革』教育
!?i認を{I)f究月r，2009fj::， 82-96]主，がある。
側 相Ili翠良i珂 f学校経営における参加とガパナンスJr学校経営研究』第35巻，大塚学
校経営研究会， 2010年4月， 33-35頁。
(:l1) ここでは，各教師に教授・学習活動の質的改善に対する自らの関与可能性を確信
させ， I~I 信と自己効力感をもたせるという意味である。詳しくは，浜田博文編者『学
校を変える新しい力J小学館， 2012年を参照。
(:l2) 浜田博文・竺沙矢口章・ LJ下晃一・大野裕己・照屋矧大「現代アメリカの初等1:=1等
学校の認証評{ilの動向と特徴(2)一州アカウンタビリティシステムとの関係に着自し
て-JE!本教育経営学会第511豆!大会自由研究発表配布資料，日本大学， 2011年6月
5 E!，を参照。
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